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ない。」と発言し、４月には現地に入り、話し合いが行なわれる予定となった。





政権交代を実感・政治の意義


　これまで自治労も当局も国に対し要請や交渉を再三行ってきた。しかし、これほど近い距離感で総務大臣と協議ができたのは政権が変わったからであり、実情を直接伝えることができたことはこれまでと大きく違う部分である。


自治体再生のモデルとなる夕張問題を解決するためには政権を安定させ、政治の力が必要不可欠となっている。





再建計画から再生計画へ


　07年に財政健全化団体となった夕張市は、財政健全化法に基づき「財政再生計画」を策定。３月９日、総務大臣の同意を受け、これまでの「再建」から「再生」へ計画移行、全国初の「財政再生団体」として、17年間で322億円の赤字解消をめざすこととなった。


計画策定にあたっては多くの紆余曲折があった。


市は当初、地域再生を実行するための行政執行体制確保として職員基本給10％削減まで改善することで住民理解を得ていたが、国や道から「全国最低」水準を下回ることにこだわった指導がされ、基本給20％削減まで戻した。それでもなお財政破綻の責任を負う管理職手当などの再考が求められていた。


市職労と当局は策定期限が迫る間際まで道や国、小平衆議を通じ民主党へ粘り強く要請行動を展開し、市民に最低限必要な新規74事業と、人件費削減４割から３割へと改善する内容の計画となった。





総務大臣に対し要請行動


前記で触れたが、計画同意はされたものの内容は未だ厳しい状況のままである。


特に財政破綻前に260人以上いた職員は現在107人。道庁や他自治体からの応援が行政執行体制の２割を占め成り立っ





ている。人口減少が加速する一方で地域の再生をしていかなければならない夕張にとっての深刻な問題だ。


　３月15日、自治労は原口総務大臣に対し、「今回の再生計画に解決されずに残った検討課題」と「地域主権改革」の要請書を提出した。


　徳永委員長、加藤副委員長、石上総合政治政策局長らはじめ夕張市職労の厚谷委員長が出席し、厚谷委員長から要請主旨を説明。原口大臣は「地域を支える公共サービスはそこで働く人の雇用保障がなければ（サービスを）永続でき





月刊「自治研」３月号に東京都から夕張市へ派遣されている鈴木直道さんの記事が掲載。


夕張市民アンケート調査や鈴木さんから見た夕張について書かれていますので、ご覧ください。





「夕張再生計画」


原口総務大臣へ要請


３月１５日、自治労夕張市職労は自治労中央本部とともに原口総務大臣に要請書を提出し、計画に関する要望と市の実情を直接伝えた。
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総務大臣　原　口　一　博　様





全日本自治団体労働組合　　


執行委員長　徳永秀昭　





自治労北海道本部　　　　　


執行委員長　山上　潔　





自治労夕張市職員労働組合　


執行委員長　厚谷　司　





夕張市財政再生計画にかかる要請書





（中　略）


　今後の検討課題として以下について要請いたしますので、よろしくお願いいたします。


記





再生計画に基づいた歳入の確保について


　策定された再生計画は、交付税を中心とした収入によって成り立っています。自主財源が乏しい夕張市の状況では計画に基づいた収入確保がなければ再生計画は達成できません。計画期間における歳入の確保について特段のご配慮をお願いします。





行政体制の確保について


　現在の職員構成は一般行政職員107名に、20名の派遣職員であり全体の約2割が派遣職員で占められ、また、他市町村との比較では人口規模が同程度の自治体と比べ、人口千人あたりの職員数が7.6人と、全国平均11.9人と比べて非常に少ない職員数で市民サービスを提供しています。通常業務に加え、新たに計画に盛り込んだ新規事務事業を遂行するためには、安定した行政執行体制の確立が必要です。つきましては、計画スタートから5年間の職員数確保と職員待遇改善についてご検討をお願いいたします。





計画変更への対応について


夕張市の状況は、今後どのように変化していくのか予想がつかない面があります。また、政府が検討されている「地域主権」が実現していく中で、再生計画に大きな影響が出ることが予想されます。つきましては、夕張再生に向けて実行可能な再生計画を維持するためにも、計画変更の柔軟な対応にご配慮いただきますようお願いいたします。




















